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Obligational contractual transaction の一例と位置づけられている長期相対取引は戦前から存
在していたが、最近になって登場したものもある。集積回路（IC）のような新産業におい
てみられる共同開発（co-development）はその一つであろう。長期相対取引の対極に想定さ
れているのはアームズレングス取引（arm’s length contractual transaction）であること（ここ
で著者が参照しているのは Mari Sako, Prices, Quality and Trust: Inter-firm Relations in Britain 
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年には造船 10 社がカルテル化し、造船連合会となった。両者間での取引価格は市場価格よ








第 42 巻 4 号、2006 年）。実際、高度成長期の造船 9 社が鋼材メーカーのうちどこと取引を
していたかを示す本書の table 1.3（p. 44）をみると、たしかに取引関係は選択的かつ固定
的であったという印象を受ける。1961 年には 9 社のうち 5 社が購入した鋼材の 90％以上を
2 社からしか調達していなかったからである。しかし、逆にいえば残りの 4 社はそうでな
かったわけで、しかも 1963 年になると、90％以上を 2 社に依存していた 5 社のうち 3 社は
そのシェアを低下させていた（全 9 社をとっても、半数を超える 5 社で上位 2 社のシェア
が縮小した）。1961 年から 1963 年の時期が、1950 年代後半とは異なって「量は増えても値
段が上がらない」数量景気の時代であったことを考えると、各社が行ったシェアの変更は






















最後に取上げたいのは LCD 素材製造業における寡占体制である。LCD にかぎらず、ハ
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イテク産業はしばしば寡占的であった。通常、産業構造が寡占的であれば競争制限的な力
が働く。しかし、1990 年代の LCD 素材にかんしては、取引先からの価格引下げ圧力があ
った。たとえば、シャープは LCD ガラス基板をサプライヤー2 社から購入して価格を競わ
せ、カラ ・ーフィルターは一部を社内で生産し、一部を 2 社から購入していた（pp. 161-62）。
ガラス基板の場合は multi-sourcing policy による対応、カラー・フィルターの場合は自社生
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の間で行われた開発事業が多く、またそこに著者の強調点もあった（金容度『日本 IC 産業
の発展史』東京大学出版会，2006 年も参照）。ただ、これを(1)の一形態としてみなせるの
かどうか、すなわち開発期間限定の、しかし arm’s length ではないところの相対契約と考え
てよいのかどうかは判然としない。評者には、それも市場でなされた研究開発にかんする
資源配分上の契約に他ならないように思えるのである。 
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一方が obligational contractual relation とより親和的で、他方が arm’s-length contractual relation
とより親和的ということもできない。また、下請制とか共同研究開発という分類しにくい、
企業間関係に立脚した仕組が存在し、協調と紛糾とが絶えず生じながらではあっても機能
を果たしているのは確かである。ただ、その機能を評価するために、そこへ参加する企業
の行動を組織原理に則ったものみなし、それと市場原理がどう絡み合っているのかと問う
のが生産的なのかどうか、評者には確信がもてない。酒向（Sako 1992）のように社会学的
な二者関係論を導入するか、今井賢一・伊丹敬之（「日本の企業と市場：市場原理と組織原
理の相互浸透」『季刊現代経済』1981 年夏号）が試みたように意思決定原理と取引参加者
集団のメンバーシップという 2 つの観点から考えるか、あるいは新たな基準を導入するか、
この点を明確にしたほうが著者の問題意識も活きるのではないであろうか。 
本書の視点は他国の産業構造と企業行動を分析するためにも有効なはずだと、著者は自
負する（p. 179）。自負に値する好著と評者も思う。また、その比較研究への見通しについ
ても賛意を表したいが、そのための概念整理にはまだ改良の余地が残されているように思
われるのである。 
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